
（別紙３－１）

政策ごとの予算との対応について（個別表）【特別会計】
（単位：千円）

勘定 項 事項 比較増△減額

1,109,834,449 1,083,271,934 △26,562,515

<2,060,679> の内数 <2,012,595> の内数 <△48,084>
18,988,767 18,292,722 △696,045

労災勘定 労働安全衛生対策費 労働安全衛生対策に必要な経費 17,394,695 16,675,981 △718,714

労災勘定 独立行政法人労働安全衛
生総合研究所運営費

独立行政法人労働安全衛生総合研究所運営
費交付金に必要な経費

1,537,996 1,561,074 23,078

労災勘定 独立行政法人労働安全衛
生総合研究所施設整備費

独立行政法人労働安全衛生総合研究所施設
整備に必要な経費

56,076 55,667 △409

985,926,184 972,770,683 △13,155,501

労災勘定 保険給付費 保険給付に必要な経費 785,784,478 780,347,940 △5,436,538

労災勘定 業務取扱費 保険給付業務に必要な経費 14,603,356 14,219,141 △384,215
労災勘定 職務上年金給付費年金特

別会計へ繰入
職務上年金給付費の財源の年金特別会計厚
生年金勘定へ繰入れに必要な経費

10,272,903 9,748,071 △524,832

労災勘定 職務上年金給付費等交付
金

職務上年金給付費等交付金に必要な経費 7,209,969 6,306,295 △903,674

労災勘定 社会復帰促進等事業費 被災労働者等の社会復帰促進・援護等に必要
な経費

157,163,395 152,344,392 △4,819,003

労災勘定 独立行政法人労働者健康
福祉機構運営費

独立行政法人労働者健康福祉機構運営費交
付金に必要な経費

8,229,838 7,144,196 △1,085,642

労災勘定 独立行政法人労働者健康
福祉機構施設整備費

独立行政法人労働者健康福祉機構施設整備
に必要な経費

2,662,245 2,660,648 △1,597

10,227,537 9,719,041 △508,496

<2,060,679> の内数 <2,012,595> の内数 <△48,084>
労災勘定 仕事生活調和推進費 仕事と生活の調和の推進に必要な経費 1,210,675 1,057,774 △152,901

労災勘定 中小企業退職金共済等事
業費

中小企業退職金共済等事業に必要な経費 2,040,481 1,984,067 △56,414

労災勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費
交付金に必要な経費

116,024 110,123 △5,901

労災勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構施設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設整
備に必要な経費

54,060 47,679 △6,381

雇用勘定 中小企業退職金共済等事
業費

中小企業退職金共済等事業に必要な経費 6,371,104 6,486,586 115,482

雇用勘定 独立行政法人勤労者退職
金共済機構運営費

独立行政法人勤労者退職金共済機構運営費
交付金に必要な経費

435,193 32,812 △402,381

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費
交付金に必要な経費

<2,024,649> の内数 <1,880,074> の内数 <△144,575>

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構施設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設整
備に必要な経費

<36,030> の内数 <132,521> の内数 <96,491>

419,427 408,973 △10,454
<2,060,679> の内数 <2,012,595> の内数 <△48,084>

雇用勘定 労使関係安定形成促進費 安定した労使関係の形成促進に必要な経費 419,427 408,973 △10,454
雇用勘定 独立行政法人労働政策研

究・研修機構運営費
独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費
交付金に必要な経費

<2,024,649> の内数 <1,880,074> の内数 <△144,575>

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構施設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設整
備に必要な経費

<36,030> の内数 <132,521> の内数 <96,491>

1,430,972 1,509,419 78,447

<2,060,679> の内数 <2,012,595> の内数 <△48,084>
労災勘定 個別労働紛争対策費 個別労働紛争対策に必要な経費 715,490 754,713 39,223
雇用勘定 個別労働紛争対策費 個別労働紛争対策に必要な経費 715,482 754,706 39,224
雇用勘定 独立行政法人労働政策研

究・研修機構運営費
独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費
交付金に必要な経費

<2,024,649> の内数 <1,880,074> の内数 <△144,575>

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構施設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設整
備に必要な経費

<36,030> の内数 <132,521> の内数 <96,491>

（所管）厚生労働省　　　　（会計）労働保険特別会計

政策評価体系 24年度当初予算額

　１　ディーセントワークの実現に向けて、労働者が安心して快適に働くことが
できる環境を整備すること

（１）　安全・安心な職場づくりを推進すること

１　労働者の安全と健康が確保され、労働者が安心して働くことができ
る職場づくりを推進すること

（２）　労働災害に被災した労働者等の公正な保護を行うとともに、その社会
復帰の促進等を図ること

１　迅速かつ適正な労災保険給付を行い、被災労働者等の保護を図る
こと

２　被災労働者等の社会復帰促進・援護等を図ること

（３）　勤労者生活の充実を図ること

１　労働時間等の設定改善の促進等を通じた仕事と生活の調和対策を
推進すること

２　豊かで安定した勤労者生活の実現を図ること

（４）　安定した労使関係等の形成を促進すること

１　労使関係が将来にわたり安定的に推移するよう集団的労使関係の
ルールの確立及び普及等を図るとともに集団的労使紛争の迅速かつ適
切な解決を図ること

（５）　個別労働紛争の解決の促進を図ること

１　個別労働紛争の解決の促進を図ること

25年度予算額



勘定 項 事項 比較増△減額政策評価体系 24年度当初予算額 25年度予算額

92,841,562 80,571,096 △12,270,466

0
労災勘定 保険料返還金等徴収勘定

へ繰入
保険料返還金等の財源の徴収勘定へ繰入れ
に必要な経費

36,303,668 27,356,595 △8,947,073

雇用勘定 保険料返還金等徴収勘定
へ繰入

保険料返還金等の財源の徴収勘定へ繰入れ
に必要な経費

26,297,572 26,188,730 △108,842

徴収勘定 業務取扱費 労働保険適用徴収業務に必要な経費 14,388,143 18,119,446 3,731,303
徴収勘定 業務取扱費 石綿健康被害救済事業に必要な経費 8,722,283 8,906,325 184,042
徴収勘定 業務取扱費 労働保険適用徴収システムの最適化実施に

必要な経費
7,129,896 0 △7,129,896

2,453,215,701 2,247,416,522 △205,799,179

<74,607,116> の内数 <71,195,534> の内数 <△3,411,582>

67,668,367 67,963,321 294,954

<2,060,679> の内数 <2,012,595> の内数 <△48,084>
雇用勘定 職業紹介事業等実施費 職業紹介事業等の実施に必要な経費 67,668,367 67,963,321 294,954
雇用勘定 独立行政法人労働政策研

究・研修機構運営費
独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費
交付金に必要な経費

<2,024,649> の内数 <1,880,074> の内数 <△144,575>

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構施設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設整
備に必要な経費

<36,030> の内数 <132,521> の内数 <96,491>

264,706,671 177,163,361 △87,543,310

<74,607,116> の内数 <71,195,534> の内数 <△3,411,582>
雇用勘定 地域雇用機会創出等対策

費
地域及び中小企業等における雇用機会の創
出等に必要な経費

264,706,671 177,163,361 △87,543,310

雇用勘定 独立行政法人高齢・障害・
求職者雇用支援機構運営

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機
構運営費交付金に必要な経費

<70,851,644> の内数 <67,430,890> の内数 <△3,420,754>

雇用勘定 独立行政法人高齢・障害・
求職者雇用支援機構施設
整備費

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機
構施設整備に必要な経費

<1,694,793> の内数 <1,752,049> の内数 <57,256>

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費
交付金に必要な経費

<2,024,649> の内数 <1,880,074> の内数 <△144,575>

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構施設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設整
備に必要な経費

<36,030> の内数 <132,521> の内数 <96,491>

169,573,263 152,471,887 △17,101,376
<74,607,116> の内数 <71,195,534> の内数 <△3,411,582>

雇用勘定 高齢者等雇用安定・促進
費

高齢者等の雇用の安定・促進に必要な経費 169,573,263 152,471,887 △17,101,376

雇用勘定 独立行政法人高齢・障害・
求職者雇用支援機構運営

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機
構運営費交付金に必要な経費

<70,851,644> の内数 <67,430,890> の内数 <△3,420,754>

雇用勘定 独立行政法人高齢・障害・
求職者雇用支援機構施設
整備費

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機
構施設整備に必要な経費

<1,694,793> の内数 <1,752,049> の内数 <57,256>

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費
交付金に必要な経費

<2,024,649> の内数 <1,880,074> の内数 <△144,575>

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構施設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設整
備に必要な経費

<36,030> の内数 <132,521> の内数 <96,491>

1,808,514,106 1,786,896,600 △21,617,506

<2,060,679> の内数 <2,012,595> の内数 <△48,084>
雇用勘定 失業等給付費 失業等給付に必要な経費 1,779,020,408 1,751,380,238 △27,640,170

雇用勘定 業務取扱費 失業等給付業務に必要な経費 29,493,698 35,516,362 6,022,664
雇用勘定 独立行政法人労働政策研

究・研修機構運営費
独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費
交付金に必要な経費

<2,024,649> の内数 <1,880,074> の内数 <△144,575>

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構施設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設整
備に必要な経費

<36,030> の内数 <132,521> の内数 <96,491>

142,753,294 62,921,353 △79,831,941

<70,851,644> の内数 <67,430,890> の内数 <△3,420,754>
雇用勘定 就職支援法事業費 就職支援法事業に必要な経費 115,083,658 57,416,161 △57,667,497

雇用勘定 東日本大震災復興就職支
援法事業費

東日本大震災復興に係る就職支援法事業に
必要な経費

27,669,636 5,505,192 △22,164,444

雇用勘定 独立行政法人高齢・障害・
求職者雇用支援機構運営

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機
構運営費交付金に必要な経費

<70,851,644> の内数 <67,430,890> の内数 <△3,420,754>

（６）　労働保険適用徴収業務の適正かつ円滑な実施を図ること

１　労働保険適用促進及び労働保険料等の適正徴収を図ること

　２　意欲あるすべての人が働くことができるよう、労働市場において労働者の
職業の安定を図ること

（３）　労働者等の特性に応じた雇用の安定・促進を図ること

１　高齢者・障害者・若年者等の雇用の安定・促進を図ること

（４）　失業給付等の支給により、求職活動中の生活の保障等を行うこと

（１）　労働力需給のミスマッチの解消を図るために需給調整機能を強化す
ること

（２）　雇用機会を創出するとともに雇用の安定を図ること

１　公共職業安定機関等における需給調整機能の強化及び労働者派

１　地域、中小企業、産業の特性に応じ、雇用の創出及び雇用の安定を
図ること

１　雇用保険制度の安定的かつ適正な運営及び求職活動を容易にする
ための保障等を図ること

１　求職者支援訓練の実施や職業訓練受講給付金の支給等を通じ、雇
用保険を受給できない求職者の就職を支援すること

（５）　求職者支援制度の活用により、雇用保険を受給できない求職者の就
職を支援すること



勘定 項 事項 比較増△減額政策評価体系 24年度当初予算額 25年度予算額

55,233,427 56,239,090 1,005,663

<72,546,437> の内数 <69,182,939> の内数 <△3,363,498>

53,175,478 50,929,801 △2,245,677
<72,546,437> の内数 <69,182,939> の内数 <△3,363,498>

雇用勘定 職業能力開発強化費 職業能力開発の強化に必要な経費 53,175,478 50,929,801 △2,245,677
雇用勘定 独立行政法人高齢・障害・

求職者雇用支援機構運営
独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機
構運営費交付金に必要な経費

<70,851,644> の内数 <67,430,890> の内数 <△3,420,754>

雇用勘定 独立行政法人高齢・障害・
求職者雇用支援機構施設
整備費

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機
構施設整備に必要な経費

<1,694,793> の内数 <1,752,049> の内数 <57,256>

1,434,132 1,234,311 △199,821

<72,546,437> の内数 <69,182,939> の内数 <△3,363,498>
１　若年者等に対して段階に応じた職業キャリア支援を講ずること 雇用勘定 若年者等職業能力開発支

援費
若年者等に対する職業能力開発の支援に必
要な経費

315,535 192,247 △123,288

雇用勘定 独立行政法人高齢・障害・
求職者雇用支援機構運営

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機
構運営費交付金に必要な経費

<70,851,644> の内数 <67,430,890> の内数 <△3,420,754>

雇用勘定 独立行政法人高齢・障害・
求職者雇用支援機構施設
整備費

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機
構施設整備に必要な経費

<1,694,793> の内数 <1,752,049> の内数 <57,256>

雇用勘定 障害者職業能力開発支援
費

障害者に対する職業能力開発の支援に必要
な経費

1,118,597 1,042,064 △76,533

623,817 4,074,978 3,451,161

雇用勘定 技能継承・振興推進費 技能継承・振興の推進に必要な経費 623,817 4,074,978 3,451,161
12,143,771 9,332,959 △2,810,812

<2,060,679> の内数 <2,012,595> の内数 <△48,084>

12,143,771 9,332,959 △2,810,812

<2,060,679> の内数 <2,012,595> の内数 <△48,084>

雇用勘定 男女均等雇用対策費 男女労働者の均等な雇用環境等の整備に必
要な経費

12,143,771 9,332,959 △2,810,812

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費
交付金に必要な経費

<2,024,649> の内数 <1,880,074> の内数 <△144,575>

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構施設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設整
備に必要な経費

<36,030> の内数 <132,521> の内数 <96,491>

3,630,427,348 3,396,260,505 △ 234,166,843
<74,607,116> の内数 <71,195,534> の内数 <△3,411,582>

3,705,034,464 3,467,456,039 △ 237,578,425

（注） １．政策評価の対象となる予算及び政策評価の対象外の予算で政策に関連付けられるものを掲記している。
２．下段<　>外書きは、複数の政策にまたがる予算 （例：施設整備費等）及び複数の政策にまたがると整理できる予算であり、総額の「内数」で掲記し、
　　 合計欄において本書きに含めている。
３．24年度予算額は、25年度予算額との比較対照のため組替え掲記している。
４．24年度予算額は、当初予算額である。

　３　労働者の職業能力の開発及び向上を図るとともに、その能力を十分に発
揮できるような環境整備をすること

（３）　「現場力」の強化と技能の継承・振興を推進すること

１　技能継承・振興のための施策を推進すること

　４　男女がともに能力を発揮し、安心して子どもを産み育てることなどを可能
にする社会づくりを推進すること

（１）　多様な職業能力開発の機会を確保すること

１　多様な職業能力開発の機会を確保すること

（２）　働く者の職業生涯を通じた持続的な職業キャリア形成への支援をする
こと

２　福祉から自立へ向けた職業キャリア形成の支援等をすること

（１）　男女労働者の均等な機会と待遇の確保対策、仕事と家庭の両立支
援、パートタイム労働者と正社員間の均等・均衡待遇等を推進すること

１　男女労働者の均等な機会と待遇の確保対策、仕事と家庭の両立支
援、パートタイム労働者と正社員間の均等・均衡待遇等を推進すること

所　　　管　　　計


